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研究成果の概要（和文）： 女児を持つ母親、自治体担当者、養護教諭を対象に子宮頚がん予防について調査した。
　自治体担当者と養護教諭への調査から、自治体によって対策や検診率に差がある、児童生徒には子宮頚がんに関する
健康教育は殆どされていない、今後も実施する予定はないことが明らかとなった。母親への縦断調査からは、ワクチン
副反応への衝撃、副反応から護る親の責任、施策への疑念、他ワクチンと違う特異性、我が子でなかった安堵、積極性
から躊躇と、母親の認識がワクチンは「受けるもの」から「自分で決める」に変化した。政策が確定していない状況で
は、自分で子宮頚がんから身を護ることが重要といえ、そのためのリーフレットを作成した。

研究成果の概要（英文）：We conducted three surveys and obtained important findings as following. First, 
results of hearing with local governments showed that the prevention method was not standardized and rate 
of examination and consultation on cervical cancer were different. Second, almost Yogo teachers hadn’t 
implemented health education regarding cervical cancer prevention, moreover, no plan as future new issue. 
Third, longitudinal study for mothers, following changes observed; Shock by cervical cancer vaccine side 
effects appearance, parental responsibility to protect their children from these side effects, suspicion 
towards national and local governments measures, relief that own child was not affected, and from 
positive view to hesitation on vaccine. Cervical cancer prevention policy is not still determined. Thus, 
mothers and children should be accurately sensitized for taking self-prevention measure on cervical 
cancer. As the first step, we introduced a leaflet on cervical cancer self-prevention.

研究分野：母性看護学・がん看護学
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１．研究開始当初の背景 
子宮頚がんの年間新規患者数は約 50 万人、
年間死亡者数は約27万人に及ぶと推計され、
わが国でも年間約15,000人が新たに罹患し、
約 3,500 人が死亡している。近年の臨床的観
察や分子生物学的研究によって、ヒトパピロ
ーマウィルス（human papillomavirus: HPV）
感染が発症に関与していることが明らかに
され、HPV16 型と 18 型に対する感染予防の目
的でワクチン接種が進められている。子宮頚
がん予防ワクチンは、米国、豪国など 100 カ
国以上で実用化されている。子宮頚がんワク
チンは性交経験での感染を防ぐため性行為
経験年齢前を目安として接種しており、米国
テキサス州では 11 歳～12 歳の全女性にワク
チン接種義務化の方向性が示されている。豪
国では政府によって 12～26 歳の女性が無料
でワクチン接種を受けるシステムが整備さ
れている。 
一方、わが国では 2009 年 10 月にワクチンが
認可されたという経緯もあって、上記の諸外
国のようにワクチン接種は義務化されてこ
なかった。子宮頚がんの罹患率は 20 歳代、
30 歳代女性で急増しており、若い女性が死亡
する、あるいは妊娠分娩の機会をなくすとい
う点で社会的影響は大きい。これに対して、
がんに対する二次予防としての検診受診率
は、20 歳代女性 5％、30 歳代前半の女性では
10％未満と推測されており、現状の検診を中
心とした早期発見･早期治療（二次予防）に
加え、新たなストラテジー開発が不可欠であ
る。 
 以上から、本研究課題は「20 歳代～30 歳
代における子宮頚がんの罹患率と検診を中
心とした子宮頸がん検診の受診率の低さ」と
いう問題の克服を意図し、新たな視点として
「ワクチン接種に基づく新たな子宮頚がん
予防モデル」を構築することを目的とした。 
 
２．研究の目的 
(1) 思春期の女子をもつ親の子宮頚がん予 
防に関する意識と実態を明らかにする。  
(2) 自治体や学校、専門医による子宮頚が
ん予防対策の実態を明らかにする。 
(3) 新たな子宮頚がん予防モデルを作成し、
モデルの有用性を検討する。 
 
３．研究の方法 
(1) 自治体の担当者および事業所の健康管
理担当者に対するヒアリング調査 
新潟県 A市、静岡県 B市を対象にヒアリング
を行い、実態を明確にする。調査内容は、が
ん検診の受診率、受診率の年次推移、受診率
を上げるための現在までの取り組み内容、検
診の成果と評価、検診後のフォロー、ワクチ
ン接種対策、ワクチン接種に関する今後の方

向性など。 
(2) 養護教諭に対するヒアリング調査 
ワクチン接種対象年齢である小学校・中学校
の養護教諭を対象にヒアリング調査を行う。
調査内容は、健康教育･性教育の方法と内容、
子宮頚がんとワクチンに関する教育内容と
方法、ワクチン接種に対する考え、母親への
対応。 
(3) 思春期の女子をもつ母親に対する聞き
取り調査 
調査対象は小学生・中学生・高校生の女子 
をもつ母親。調査方法は半構成的面接。調査
内容は、子宮頚がん予防ワクチンに対する認
識・考え、子どもに接種させるかどうか、子
どもの考え、夫の考え、子宮頚がんについて。 
 以上の結果から子宮頚がん予防モデルを
作成する。 
 
４．研究成果 
(1)女児を持つ母親の子宮頚がん予防ワクチ
ン接種に対する意思決定 
目的：女児をもつ母親の子宮頚がん予防ワク
チン接種に対する認識を明らかにする。  
対象：女児をもつ母親 
調査期間：平成 23 年 10 月～11 月 
方法：質的記述的デザイン。半構成的面接を 
実施した。逐語録にし、内容をよく読んで理
解し、コードを作成、サブカテゴリー、カテ
ゴリーを抽出した。 
倫理的配慮：研究代表者の所属する大学の倫
理委員会の承認を得、対象者には研究目的・
方法・意義・個人情報の保護・研究成果の公
表・任意性と撤回の自由について文書と口頭
で説明し，同意書を以て承諾を得た。 
結果：母親の年齢は 40 歳代から 50 歳代、娘
の年齢は小学 6年生が 3人、中学生 1人、高
校 1年 1人であった。すでにワクチン接種し
ていたのは 1 人、受けると決めていたのは 1
人、受けるつもり 1人、分からない 1人、受
けない 1人であった。分析から、＜不明瞭な
情報のなかでのゆらぎ＞＜信頼できる相手
からの情報提供＞＜娘を護る母親の役割＞
＜娘の特性とワクチン副反応に対する疑念
＞＜身近な人のがん体験とがん予防への期
待＞＜自治体による費用の差と時間的制約
＞が抽出された。(表１) 
考察：国は子宮頚がん予防ワクチンの定期化
を決定，無料による接種が開始したが、 ワ
クチン副反応の問題で，任意接種となった。
本研究は，定期化される前に行った調査であ
る．   
 ワクチン接種には正確な情報提供が必要
で，それを母親が的確に理解すること， ワ
クチン接種をするかどうかを決める時には
個別的な状況があることから個々に対する
細やかな情報提供や対応が必要なこと，副反



応に対する情報も提供する必要があること
が示唆された．   
 子どもにも的確な情報提供が必要である
し， 理解した上でワクチン接種することが
望まれる． 
  
表１母親の予防ワクチン接種に対する意思決定の様相  

 
 
 
(2) 子宮頚がん予防に関する養護教諭の取
り組みの現状と課題 
目的：小学校と中学校における養護教諭の子
宮頚がん予防に関する取り組みの実態を明
らかにする。 
調査期間：平成 25 年 1月~2 月 
対象: 市立の小学校と中学校に勤務する養
護教諭。 
調査内容と方法：:調査内容は、性教育の内
容、子宮頚がんとワクチンに関する教育内容
と方法、ワクチン接種に対する考え。方法は、
半構成的面接を実施し、面接内容を逐語録に
し、分析した。 
倫理的配慮：調査は新潟医療福祉大学倫理委
員会の承認のもとに行い、調査協力校の校長
と対象者の同意を得た者を対象とした。校長
と対象者には本研究の主旨、研究への自由意
思での参加、研究参加、協力の拒否権、プラ
イバシーの保護、個人情報の保護について文
書および口頭で説明し、書面にて同意を得た。 
結果：対象者は、小学校養護教諭 4名と、中
学校養護教諭 2名の計 6名。教育内容として、
子宮頚がんとワクチンが取り上げられてい
たのは、産婦人科医師による授業がされてい 
た１校のみであった。取り上げていない理由
として、教育課程に取り入れる時間がない、
教諭自身が情報をもっていない、行政からの
情報がない、予防接種について学校は直接関

与していない、小学校で教育する必要性に対
する疑問、があがった。一方、ワクチンの研
修を受けた中学校教諭は、新入生説明会で保
護者を対象として予防ワクチンの案内と勧
奨をしていた。今後の課題としては、養護教
諭を対象とした研修会の開催、行政からの情
報提供、行政と学校との連携、発達段階に応
じた教育内容の検討、があがった。 
考察：平成 25 年 4 月からワクチン接種は定
期化されることになったが、接種を進めてい
くための体制は不十分なままである。子宮頚
がん検診の受診率の低さを克服し、ワクチン
接種を組み合わせるといった、行政と学校が
連携するシステム開発が喫緊の課題といえ
た。 
 
(3) 自治体に対するヒアリング 
目的：自治体における子宮頚がん予防に関す
る取り組みの実態を明らかにする。 
対象: 子宮頚がん予防対策担当者である保
健センターの保健師。 
調査地 :調査地は、がん予防対策の推進市で
ある静岡県A市と一般的な行政を展開する新
潟県 B市。本調査は予防ワクチンが定期化さ
れる前に行った。 
結果：B 市保健センター保健師へのヒアリン
グでは、中学 1 年生から高校 3 年生までで 3
回の子宮頸がん予防ワクチンの接種が終了
しているのは 78～91％と高率であった。接種
までの手続きとしては、市から受診票と接種
券を個別に郵送、接種は個人で医療機関に予
約し接種していた。接種勧奨はしていなかっ
た。費用は無料。子宮頚がん予防ワクチンは
高額であるが、無料で受けられることが母親
達を動かしているのだろう、とのことであっ
た。A市では、無料ではなく、個人負担が 2000
円で、中学 1 年生の接種率は 57％であった。
国の方針でワクチン接種が無料化になると
報道されたことから、本年度の接種率は低く
なる、と予測していた。国の方針で、平成 25
年度から子宮頚がん予防ワクチンが定期接
種となり、無料化されたことが接種率に大き
く関わっていく可能性が示唆された。 
 
(4) 「女児をもつ母親の子宮頚がん予防ワ
クチン接種に対する認識の変化」 
目的：子宮頚がん予防ワクチンについて、各
自治体では独自の施策を展開してきた。平成
24 年国は子宮頚がん予防ワクチン接種の定
期化を決定、無料による接種が開始した。し
かし、その直後に副反応が問題となり、接種
は勧奨から再び任意となった。本研究では、
ワクチン接種が任意から勧奨、再び任意とな
る過程で、女児をもつ母親が子宮頚がん予防
ワクチン接種についてどのように認識を変
化させてきたのか明らかにした。 



調査期間：平成 26 年 1月～2月。 
方法：平成 23 年子宮頚がん予防ワクチン接
種について聞き取り調査をした母親に再び
調査依頼し、研究参加に同意を得られた者を
対象とした。データ収集方法は半構成的面接
法。分析方法は質的記述的方法。面接内容を
逐語録にし、認識に関わる記述を抜き出し、
コードを作成、サブカテゴリー、カテゴリー
を抽出した。 
結果：対象者は 11～17 歳の女児をもつ母親
５人。前回の調査時にワクチン接種したと答
えたのは 1人、受けるつもり 2人、受けない
1 人、わからない 1 人であったが、今回の調
査では初めから受けないと決めていた1人以
外は全員が受けていた。ワクチン接種に対す
る認識として、＜顕在化した副反応への衝撃
＞＜副反応から護る親の責任＞＜国や自治
体の施策への疑念＞＜他のワクチンと違う
特異性＞＜副反応に対する怖れと我が子で
なかったことへの安堵＞＜積極性から躊躇
＞というカテゴリーが抽出された。副反応に
ついてはマスメディアをとおして情報を得
ていたが、なかでもテレビに映された当事者
の映像が衝撃的で、接種したと答えた母親た
ちも報道後であったら接種させなかっただ
ろう、と述べた。 
 
    表２ 母親の認識の変化  

 
 
考察：母親にとって、ワクチン接種による副
反応は大きな衝撃であり、一方で、副反応の
出現が我が子でなくて良かったという安堵
も認識していた。その結果、ワクチン接種は
「受けるもの」から、「各自が決める」こと
という認識に変化しており、決めるためには
正確な情報提供の必要性が示唆された。必要
な情報は副反応に集中しており、副反応の確
率やその後の転帰だけでなく、現在までに蓄
積されたワクチン接種による効果と成果も

含めた的確な情報提供のあり方が課題とい
えた。 
 
(5) 研究成果から 
女児をもつ母親や自治体保健師、養護教諭た
ちを対象とした調査から、ワクチン接種につ
いて判断できるまでの必要な情報をもって
いないこと、施策に対する疑念、予防接種に
対する疑念、ワクチン接種することによる安
心と副反応への迷い、自治体による取り組み
の差等の実態が明らかとなった。養護教諭や
女児をもつ母親たちはそれぞれに不安や疑
念を持ちつつ、個々に対応していることが明
らかとなり、特に、女児をもつ母親は副反応
の報道に強い衝撃を受け、報道前後の調査か
らは、母親の認識が予防ワクチンは「受ける
もの」から「自分で決めるもの」に変化して
いた。 
本課題ではワクチン接種に基づく新たな子
宮頚がん予防対策モデルの構築を目指して
きたが、国の政策はいまだに決定していない。
当事者や母親達が後悔のない自己決定をい
かにしていくかが最重要課題と考えた。 
研究代表者は4段階の子宮頚がん予防対策ド
ラフトを示し、1段階は 12歳までを対象に健
康教育が必要という提案をしてきた。今回の
成果をふまえ、まずは母親達と子どもたちが
子宮頚がんから自分たちを護るためにリー
フレットを作成し、啓発活動に活用しはじめ
た。ワクチン接種に関わる社会情勢が激しく
変動するなかで、若い女性たちの最新のニー
ズを見極めた上で、実情に合った健康教育プ
ログラムを検討していくことが課題である。 
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